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１．法律改正の趣旨 

 

（１）近年、安全・安心についての関心が高まる中、国民の化学物質に対する懸念

も広がっている。国際的にも、すべての化学物質による人及び環境への影響を

最小化することが環境サミットで合意されている。その後、欧州ではすべての

化学物質を対象とした規制が平成１９年に施行されるなど、化学物質管理を巡

る状況は大きく変化しつつある。 

 

（２）化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（以下「化学物質審査規制法」

という。）は、昭和４８年の制定以降に新たに流通した化学物質については厳

しい事前審査を実施してきた。他方、同法制定以前から市場に存在する化学物

質（以下「既存化学物質」という。）については、国自ら安全性評価を行い、

必要に応じて同法による規制措置を講じてきたが、すべての物質を評価するに

は至っていない。 

 

（３）そのため、既存化学物質の製造・輸入を行う事業者に毎年度その数量の届出

を義務づけるとともに、必要に応じて有害性情報の提出を求めること等によ

り、安全性評価を着実に実施し、我が国における厳格な化学物質管理をより一

層推進する必要がある。また、今次改正によって格段に集積される情報を関係

省庁間で共有し、各法令に基づく化学物質規制をより効果的なものとする。 

 

（４）加えて、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」の規制対象物

質が追加予定であるが、国内実施法である化学物質審査規制法では、条約で許

容されている例外的使用に対応した規定がなされていない。そのため、このよ

うな国際的な不整合を解消し、合理的な審査・規制体系を構築する。 
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２．法律改正の概要 

 

（１）既存化学物質も含めた包括的管理制度の導入 

① 既存化学物質を含むすべての化学物質について、一定数量以上の製造・輸

入を行った事業者に対して、毎年度その数量等を届け出る義務を課す。 

② 上記届出の内容や有害性に係る既知見等を踏まえ、優先的に安全性評価を

行う必要がある化学物質を「優先評価化学物質」に指定する。 

③ 必要に応じて、優先評価化学物質の製造・輸入事業者に有害性情報の提出

を求めるとともに、取扱事業者にも使用用途の報告を求める。 

④ 優先評価化学物質に係る情報収集及び安全性評価を段階的に進めた結果、

人又は動植物への悪影響が懸念される物質については、現行法と同様に「特

定化学物質」として製造・使用規制等の対象とする。 

⑤ これまで規制の対象としていた「環境中で分解しにくい化学物質」に加え、

「環境中で分解しやすい化学物質」についても対象とする。 

 

（２）流通過程における適切な化学物質管理の実施 

特定化学物質及び当該物質が使用された製品による環境汚染を防止するた

め、取扱事業者に対して、一定の取扱基準の遵守を求めるとともに、取引に際

して必要な表示を行う義務を課す。 

 

（３）国際的動向を踏まえた審査・規制体系の合理化 

 今後ストックホルム条約の規制対象となる物質について、条約で許容される

例外的使用を厳格な管理の下で認めるため第一種特定化学物質に係る規制の見

直しを行う等、規制の国際整合化を行う。 

 

 

３．今次通常国会に提出する必要性 

 

 化学物質の安全性評価を一層加速するとともに、有害化学物質に係る規制を高

度化することは、国民の安全・安心の確保や環境サミットでの合意目標の達成に

不可欠である。また、ストックホルム条約の規制対象物質が本年春に追加される

予定であり、速やかに国内実施に向けた対応をとることが求められる。そのため、

化学物質審査規制法について所要の改正を行うことが、喫緊の課題となっている。 
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